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論文審査の結果の要旨 

１．論文の内容 

佐藤佳邦氏の本論文は、日本の電力産業（電気事業）において1990年代から進められてきた競争導入・自由化

が、電源確保・再生可能エネルギー普及・需要家保護・安全確保といった、昨今の電力産業における各種の要請と

どのように両立可能かを、法的な観点から検討するものである。主たる研究手法は、米国、EUを対象とした比較

法研究である。本論文は、序章および終章のほか、次の三部からなる。 
  第Ⅰ部「電力産業への市場メカニズムの導入と公正競争確保の課題」 

  第Ⅱ部「多様な電源確保と競争中立性の両立をめぐる法・政策」 

  第Ⅲ部「エネルギー事業における消費者保護と事業規制機関をめぐる課題」 

序章では、競争法・競争政策の観点から、あらためて電力産業の諸改革を検証することが必要ではないかとの、

本論文の背景や問題意識が述べられている。 

第Ⅰ部では、市場メカニズム導入後の電力産業における市場支配力の問題を検討している。まず第1章「米国の

発電事業への競争導入と市場支配力のコントロール」では、米国の規制当局（FERC）や裁判所が、発電部門にお

ける市場支配力の課題とどのように対峙してきたかを、判例分析等を通じて明らかにしている。次に第2章「電力

市場における競争機会と投資インセンティブの確保：EUにおける電力長期契約の規制」では、EU競争法を執行す

るEU委員会が、電力の長期契約をめぐり、市場支配力の規律と投資インセンティブの確保のバランスをどのよう

にはかってきたを検討する。そして第3章「ベースロード市場をめぐる独禁法の課題」では、2019年に運用が開始

された日本のベースロード市場における市場支配力の監視について、不当廉売やマージンスクイーズといった、独

禁法の観点から考察を加えている。さらに第4章「総合エネルギー産業化にともなう合併規制：EUの電力・ガス市

場における合併審査事例の検討」では、EUの電力・ガス事業者の合併（企業結合）審査事例を整理・評価してい

る。そこでは、EU委員会が、国際連系線の建設といった通常の問題解消措置よりも積極的な措置を命じていること

を明らかにしている。 

第Ⅱ部では、市場メカニズムの導入後の電源の多様性確保に関するテーマを論じている。まず第1章「米国の再

エネFITをめぐる法と競争との調和（1）：買取価格と費用回収方法の問題」では、再生可能エネルギー電力買取制

度（FIT）を州法により導入する動きがあること、他方で連邦法（1978年公益事業規制改革法）の規制が州法によ

るFIT導入の障壁になっていることを明らかにしている。続く第2章「米国の再エネFITをめぐる法と競争との調和

（2）：送電線オープンアクセスの問題」では、米国において、FIT制度に対して、送電線への公平なアクセスを保

証するオープンアクセス制度と矛盾するとの指摘がなされていることを明らかにしている。また第3章「EUの再生

可能エネルギー電力買取制度をめぐる競争政策」では、再エネFITをめぐる過去の議論を整理した上で、EUにおい

て、国家補助規則との抵触など、競争政策の観点から批判的な見解も有力であったことを明らかにしている。そし

て第4章「EUの原子力バックエンド事業に対する国家補助規則による規律」では、国家補助規則とEUの原子力基本

法たるユーラトム条約の関係をめぐる学説を整理した上で、EU委員会は、ユーラトム条約の諸原則を考慮した上

で、原子力分野に国家補助規則を適用するという、折衷説的な立場にあることを明らかにしている。 

第Ⅲ部では、電力・ガス小売自由化後の消費者保護などの問題や、電力産業の規制当局をめぐる法律問題を論じ



ている。まず第1章「競争環境における電力のユニバーサル・サービス確保と法的課題」では、我が国の電気事業

法の条文を細かく読み解き、ユニバーサル・サービスに関連する各種制度の概要と課題を明らかにしている。その

上で、英国が2000年代後半に導入した低所得者向けの割引料金制度をレビューし、それが法目的や趣旨に照らして

必ずしも合理的なものとは言えないとの批判があることを指摘している。次に第2章「電力・ガスの小売自由化に

伴うセット販売と独禁法の規制」では、電力・ガス市場におけるセット販売割引の独禁法上の問題を検討するた

め、米国の反トラスト法における「bundled discount」をめぐる議論・裁判例等を調査し、その上で、日本の公正取

引委員会のガイドラインとの比較を試みている。また第3章「総合エネルギー産業とエネルギー規制機関：競争当

局の適切な役割分担について」では、独禁法の執行権限をエネルギー規制当局に付与したイギリスの制度を整理・

検討した上で、我が国の電力・ガス取引監視等委員会と公正取引委員会の関係について検討し、種々の具体的提言

を試みている。最後に、第4章「米国の原子力規制における行政審判制度の役割」では、米国の原子力規制委員会

（NRC）が一般的な行政法判事の制度に替えて採用している、行政審判官により執り行われる行政審判制度（原子

力安全許認可審査パネル）について、その概要と特徴を論じている。 
最後に終章では、以上の検討をいわゆる「S+3E」の視点で振り返った上で、未検討の課題を整理する。 

２．論文の評価 

 電力産業における競争導入・自由化の問題は、経済法学でもこれまで検討がなされてきた。しかしこれまでの研

究ではボトルネック設備のアクセス問題、すなわち発送電の分離問題に議論が集中しており、電力産業が抱える幅

広い政策課題や法律問題に十分な検討がなされることはなかった。これに対して、佐藤氏の論文は、従来の経済法

研究が取り組むことがなかった広範な未開拓の問題に取り組むものであり、学界や実務に与える影響は大きい。検

討対象は電力産業全般に及んでおり、学術的貢献も多くの点に及ぶが、特に次の２点を評価しておきたい。 
 第一に、競争導入による経済効率性の達成と、エネルギーの安定供給（Energy Security）との間に存在する緊

張関係を複眼的に分析する点である。従前の研究においては、競争法執行における電源投資インセンティブの確保

にかかる十分な考察がなされることがなかった。しかし現下、わが国の電力市場で問題となっているのは、原子力

発電所の停止や石炭火力電源の休廃止に伴う電源不足である。また電源量のみならず、2018年の北海道胆振東部地

震で明らかとなったように、レジリエンス強化も大きな政策課題である。佐藤氏は、電力産業における投資やレジ

リエンスの問題に関して、EU競争法では投資インセンティブ確保が考慮されていることを明らかにする。同様の問

題関心から、佐藤氏は、わが国のベースロード市場について、市場支配力の濫用規制のために導入された上限価格

規制の運用や、独占禁止法規制のあり方によっては、過剰規制となって電源投資インセンティブを毀損することに

なることを論じる。このような視点、分析はわが国の目下の政策課題に直結するものであり、その価値は大きい。 

 第二に、競争導入による経済効率性の達成と、環境問題解決との間に存在する緊張関係を明快に示す点である。

諸外国における再生可能エネルギー買取制度については、これまでも紹介されてきた。しかしそれら従前の研究と

は異なり、佐藤氏の研究は米国連邦法、米国州法、EU法を網羅的に検討するものであり、その対象の広さにおい

て、従前の研究にはない価値を有する。しかも、同研究は単に外国の制度を紹介するだけのものではなく、たとえ

ば米国法に関して、州独自のFIT制度の導入が卸市場にかかる連邦法の専権を侵すことがないかが争われている

等、制度の背景にある取引実態や法システムに留意した分析を行なう。電力システム改革においては、外国制度の

外観のみを見て、日本への導入の是非が論じられることもしばしばであるが、佐藤氏の論文はそのような実務に注

意を与えるものである。外国法を内在的に理解した上で、佐藤氏は、FIT制度がその制度如何によっては電源間の

競争中立性を損なうとした上で、FIT制度と比したRPS制度の優位性を指摘し、またFIP制度など市場メカニズムの

利用価値を説くなど、政策に直結する分析・提案を行っており、その価値は大きい。 

 これら２点に限らず、本論文はこれまでにない視点で電力産業の重要な法的問題を析出して、国内外の判例、文

献を渉猟した上で、明快に分析する。本論文の多くの部分は日本経済法学会年報をはじめ学術論文に掲載されて、

すでに一定の評価を得ているところであるが、それらをまとめあげて、競争政策の観点から電力産業の法的問題を

包括的に検討する学術的価値は大きい。もっとも、電力産業の関係する法的問題は膨大であり、本論文はそれら問

題を全て扱う訳ではない。しかしながら佐藤氏の研究能力やこれまでの研究実績を前提とすれば、それら問題の解

明も近い将来なされるものと考えられる。なお、本論文に剽窃はないことを確認している。 

以上より、論文審査担当者は一致して、本論文が博士（法学）の学位授与に値するものと結論付ける。 

 


